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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期

第１四半期連結
累計期間

第90期
第１四半期連結

累計期間
第89期

会計期間
自平成26年１月１日
至平成26年３月31日

自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成26年１月１日
至平成26年12月31日

売上高 （千円） 16,944,326 9,872,068 34,977,846

経常利益 （千円） 4,998,030 1,530,850 8,429,696

四半期（当期）純利益 （千円） 3,115,450 986,607 5,171,645

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,353,215 3,303,632 1,258,283

純資産額 （千円） 41,246,326 43,761,852 41,243,799

総資産額 （千円） 64,021,619 60,889,118 58,319,342

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 119.00 37.69 197.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 118.62 37.44 196.44

自己資本比率 （％） 64.35 71.64 70.48

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、積極的な経済政策や金融政策を背景に円安や株高が継続するな

か、雇用環境や所得の改善は進みましたが、個人消費が伸び悩むなど、不透明な状況で推移いたしました。

東日本大震災以来、防災・減災対策の在り方・概念そのものが根本から見直される大きなうねりの中で、国・地方自

治体はもとより、産業基盤を担いあるいは危険物等を取り扱う民間大手企業など、官民挙げての防災・減災対策が実施さ

れてまいりました。

特にここ３年、当社グループは、消防防災の大きなテーマでもある緊急消防援助隊の増強、消防団を中核とした地域

防災力の充実強化、大規模地震に備えた予防対策などに向けて、それぞれに相応しい防災資機材・装備・特殊車両のご提

案など、積極的に応需してまいりました。また、民需防災の分野でも、多数の原子力発電所を擁する電力会社を中心に、

新たな防災・減災システムをご提案し幅広く採用されましたことから、それらの売上が当社グループの業績を大きく牽引

し、昨年・一昨年と２期連続で既往最高の業績を挙げる原動力となりました。

当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、見込みどおりの業績を挙げることが出来ましたが、前年同期の業

績拡大に貢献した上記各種資機材・装備・特殊車両などの売上が少なかったことから、前年同期比では大きく落ち込んで

おります。これらの大型防災資機材、防災・減災システムにつきましては、エネルギー・産業基盤災害対策推進の流れを

受けて、引き続き堅調な需要が見込まれており、今年度におきましても、期初に発表しております業績予想に沿った相応

の実績を挙げ得るものと考えております。

国を挙げての防災・減災の流れを受けて、防災事業の裾野は格段に拡がっており、総合防災事業を事業の中核に据え

る当社グループと致しましては、現在推進中の中期経営計画「帝国繊維（テイセン）2016」の完遂を通して、エネルギー

施設・産業基盤・重要施設の安全対策、今後懸念されるテロ対策・薬物対策・新たな感染症対策など、その社会的使命を

果たしてまいる所存です。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の概況は以下のとおりであります。

 

　＜防災＞

官公庁・地方自治体の年度末を控え、空港用化学消防車や感染症対策商材のほか消火栓用ホースなどの売上が伸びま

したが、前年同期の業績に寄与した官公庁向け防災資機材や電力会社など民間企業向けの大型防災資機材などが大きく落

ち込んだ結果、売上高は77億２千６百万円（前年同期比46.0％減）となりました。

 

　＜繊維＞

民間企業向けの難燃生地や防護衣料用生地などが売上を伸ばしましたが、前年同期の売上に貢献した官公庁向け繊維

資材の落ち込みなどもあり、売上高は19億８千３百万円（前年同期比19.8％減）となりました。

 

　＜不動産賃貸・その他＞

不動産賃貸事業は概ね順調に推移しており、売上高は１億６千１百万円（前年同期比4.8％減）となりました。

 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は98億７千２百万円（前年同期比41.7％減）、営業利益は13億９千３

百万円（同71.5％減）、経常利益は15億３千万円(同69.4％減)、四半期純利益は９億８千６百万円（同68.3％減）となり

ました。

 

（２）財政状態に関する分析

　当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産が25億６千９百万円増加し、608億

８千９百万円となりました。

　これは主として、売上債権が増加したことや保有上場株式の含み益が増加したことなどによるものです。

　負債は、未払法人税等が減少した一方で、仕入債務の増加などがあり、前連結会計年度末と比べ５千１百万円増加し、

171億２千７百万円となりました。

　純資産は、利益剰余金の増加や保有上場株式の含み益の増加などがあり、前連結会計年度末と比べ25億１千８百万円増

加し、437億６千１百万円となりました。

この結果、自己資本比率は71.6％となりました。
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（３）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は以下のとおりであります。
 
Ⅰ　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者について、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上に資する者が望ましく、また、最終的には株主の皆様の意思に基づき決定されるべきであると考えておりま

すが、十分な時間や情報を提供せずに株主共同の利益を毀損するもの等の当社株式の大規模な買付行為や買付提案を

行う者は、例外的に上記決定を支配する者として適当ではないと判断します。
 

Ⅱ　基本方針の実現に資する取組み

　当社グループは創業時から受け継がれた「社会の安全、生活文化の向上に貢献する企業」を基本理念とし、戦前は

製麻事業を中心に広く国家的貢献を果たし、また、近時は総合防災事業とリネン事業という２つの価値ある事業を通

じて、1世紀以上に亘り、社会・国民の安心・安全と良質な生活文化の向上に貢献してまいりました。

　当社は、これらの事業活動を通じて、「一味ちがった優れた企業」「発展し成長を続ける企業」「社会や公共に大

きく貢献する企業」の実現を目指しており、企業価値の長期安定的な向上を図ることを、経営の最重要課題として認

識しております。

　平成26年度からスタートした第三次中期経営計画「帝国繊維（テイセン）2016」では、

　　「大規模災害への備えは社会の急務　我々はその事業をもって　役割を完遂しよう！」

を目標に、グループ一丸となって取り組んでおります。

　東日本大震災以降、当社を取り巻く事業環境が大きく変化し、防災を巡る考え方も大きく変わってきています。時

代の急務である、大規模自然災害や大規模産業災害、テロなど特殊災害への備えに向けて、当社の社会的使命も益々

重くなっていることから、当社はその事業をもって、社会的役割・責任を果たすことで社会に貢献してまいります。
 

Ⅲ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

　　取組み

　以上の基本方針に照らしそのような不適切な者によって当社の方針決定が支配されることを防止すべく、株主の皆

様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報や時間を確保すること等を目的として、当社は、平成23年3月30日

開催の第85期定時株主総会においてその導入について承認いただき、その後、平成26年3月27日開催の第88期定時株

主総会において継続承認をいただき、当社株式の大規模買付行為（議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行

為）に関する対応方針（以下「本対応方針」といいます。）を定め、また、本対応方針の運用に関わり、大規模買付

行為を行う際の情報提供等に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。

　大規模買付ルールの内容は、大規模買付者による必要かつ十分な情報（大規模買付者の概要や大規模買付行為の目

的、買付後の経営方針等の情報であり、株主の皆様の判断に必要と認める場合に公表することがあります。）提供に

基づき、また、社外監査役等により構成される当社から独立した特別委員会の勧告を踏まえて、当社取締役会が大規

模買付行為を評価検討するというものです。

　当社は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守せず、かつ、当社の企業価値や株主共同の利益を確保するために

必要な場合や、大規模買付ルールは遵守されるものの、当社の企業価値や株主共同の利益を著しく損なうと判断する

場合（大規模買付者がいわゆるグリーンメーラーである場合等）には、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、当

社新株予約権の無償割当て（効果を勘案して行使期間や行使条件、取得条項を設けることがあります。）を含む相当

な対抗措置を発動することがあり、発動を決定した場合には、対抗措置を講ずるほか、適用ある法令・金融商品取引

所規則等に従い適時適切な開示を行います。

　なお、本対応方針は、平成29年３月開催予定の定時株主総会の終結の時又は当社の定時株主総会若しくは取締役会

において廃止する旨の決議が行われる時まで有効とし、今後の本対応方針の継続についても、同様に、定時株主総会

の承認を得ることとしております。
 

Ⅳ　対抗措置が基本方針に沿うものであり、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の

　　地位の維持を目的とするものではないこと

　①本対応方針が、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の

変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を検討した上で作成したものであり、経済産業省及び法務省が平成17年

５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則

を充足していること、②当社の大規模買付行為に対する対抗措置が、特別委員会の勧告を受けるほか、あらかじめ定

められた合理的客観的発動条件が充足されなければ発動されないように設定されていること、③大規模買付ルールの

制定及び継続について、株主総会にて株主の皆様のご承認をいただいていること等から、対抗措置は、基本方針に沿

うものであり、また、当社の株主の共同の利益を損なうものでもなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のでもありません。
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　なお、以上の詳細につきましては当社ホームページ（http://www.teisen.co.jp/ir/uploads/20140214-e

-news02.pdf）をご参照ください。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は13百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,600,000

計 97,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年３月31日）

提出日
現在発行数（株）

（平成27年５月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 27,121,400 27,121,400 東京証券取引所市場第一部 (注)１

計 27,121,400 27,121,400 － －

（注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成27年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数㈱

発行済株式
総数残高㈱

資本金増減額
(千円)

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成27年１月１日～

平成27年３月31日
－ 27,121,400 －  1,387,098 －  759,678

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

 

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 941,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,135,700 261,357 －

単元未満株式 普通株式 44,100 － －

発行済株式総数  27,121,400 － －

総株主の議決権  － 261,357 －

 

 

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

帝国繊維株式会社
東京都中央区日本橋

２－１－10
941,600 － 941,600 3.47

計 － 941,600 － 941,600 3.47

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,156,209 6,066,334

受取手形及び売掛金 6,715,864 10,058,621

有価証券 11,999,720 10,999,603

商品及び製品 3,678,705 2,796,325

仕掛品 961,874 763,463

原材料及び貯蔵品 405,434 419,336

繰延税金資産 128,853 173,133

その他 311,445 144,731

貸倒引当金 △249 △438

流動資産合計 31,357,857 31,421,111

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,923,678 1,898,876

機械装置及び運搬具（純額） 263,277 265,055

工具、器具及び備品（純額） 158,196 164,717

土地 261,480 261,480

建設仮勘定 542,052 568,320

有形固定資産合計 3,148,684 3,158,448

無形固定資産   

借地権 899 899

その他 66,768 61,289

無形固定資産合計 67,667 62,188

投資その他の資産   

投資有価証券 23,385,452 25,875,657

繰延税金資産 29,315 27,074

その他 330,364 344,637

投資その他の資産合計 23,745,132 26,247,369

固定資産合計 26,961,485 29,468,007

資産合計 58,319,342 60,889,118
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,089,508 5,182,494

1年内返済予定の長期借入金 44,200 55,200

未払法人税等 1,794,079 493,432

役員賞与引当金 72,000 20,250

賞与引当金 － 134,011

その他 796,338 982,394

流動負債合計 6,796,126 6,867,782

固定負債   

長期借入金 155,800 136,500

長期預り保証金 981,516 966,637

繰延税金負債 8,195,523 8,249,673

退職給付に係る負債 107,920 96,832

資産除去債務 109,157 109,179

長期未払金 329,230 328,830

その他 400,269 371,829

固定負債合計 10,279,416 10,259,483

負債合計 17,075,543 17,127,266

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,387,098 1,387,098

資本剰余金 761,469 761,469

利益剰余金 24,568,936 24,770,151

自己株式 △373,480 △373,666

株主資本合計 26,344,023 26,545,051

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,640,870 17,076,623

繰延ヘッジ損益 118,066 △661

その他の包括利益累計額合計 14,758,937 17,075,962

新株予約権 140,839 140,839

純資産合計 41,243,799 43,761,852

負債純資産合計 58,319,342 60,889,118
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 16,944,326 9,872,068

売上原価 11,119,835 7,554,401

売上総利益 5,824,491 2,317,666

販売費及び一般管理費 940,073 923,714

営業利益 4,884,417 1,393,952

営業外収益   

受取利息 1,874 3,194

受取配当金 75,661 129,062

特許関連収入 20,300 －

その他 18,863 6,397

営業外収益合計 116,700 138,654

営業外費用   

支払利息 1,030 1,305

持分法による投資損失 397 411

為替差損 1,179 －

その他 479 38

営業外費用合計 3,087 1,755

経常利益 4,998,030 1,530,850

特別利益   

固定資産売却益 8,917 －

特別利益合計 8,917 －

特別損失   

固定資産処分損 2,607 －

特別損失合計 2,607 －

税金等調整前四半期純利益 5,004,339 1,530,850

法人税、住民税及び事業税 1,971,896 521,287

法人税等調整額 △83,007 22,955

法人税等合計 1,888,888 544,242

少数株主損益調整前四半期純利益 3,115,450 986,607

四半期純利益 3,115,450 986,607
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,115,450 986,607

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,647,403 2,435,752

繰延ヘッジ損益 △114,832 △118,727

その他の包括利益合計 △1,762,235 2,317,025

四半期包括利益 1,353,215 3,303,632

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,353,215 3,303,632

 

EDINET提出書類

帝国繊維株式会社(E00559)

四半期報告書

12/17



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

当社グループの売上高は防災という事業の性格から、第２、第３四半期連結会計期間に比べ、第１、第４四半

期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあり、それに伴い業績にも季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

減価償却費 92,230千円 83,347千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

配当に関する事項

 　 配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日

定時株主総会
普通株式 785,409 30 平成25年12月31日平成26年３月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

配当に関する事項

 　 配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月26日

定時株主総会
普通株式 785,392 30 平成26年12月31日平成27年３月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 防災 繊維 不動産賃貸 その他 計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高        

外部顧客への売上高 14,300,315 2,474,283 115,381 54,346 16,944,326 － 16,944,326

セグメント間の内部売上高又は振替高 2,618 23,596 4,650 － 30,864 △30,864 －

計 14,302,933 2,497,879 120,031 54,346 16,975,191 △30,864 16,944,326

セグメント利益又は損失（△） 4,881,322 185,931 83,188 △516 5,149,926 △265,508 4,884,417

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△265,508千円には、セグメント間取引消去1,578千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△267,087千円が含まれております。全社費用は主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失の合計と調整額の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致してお

ります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 防災 繊維 不動産賃貸 その他 計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高        

外部顧客への売上高 7,726,585 1,983,938 113,872 47,672 9,872,068 － 9,872,068

セグメント間の内部売上高又は振替高 10,523 13,432 4,650 － 28,605 △28,605 －

計 7,737,108 1,997,370 118,522 47,672 9,900,673 △28,605 9,872,068

セグメント利益又は損失（△） 1,398,294 179,083 80,631 △814 1,657,196 △263,244 1,393,952

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△263,244千円には、セグメント間取引消去1,237千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△264,481千円が含まれております。全社費用は主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失の合計と調整額の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致してお

ります。
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 119円00銭 37円69銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 3,115,450 986,607

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 3,115,450 986,607

普通株式の期中平均株式数（株） 26,180,254 26,179,729

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 118円62銭 37円44銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 82,938 170,917

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

帝国繊維株式会社(E00559)

四半期報告書

16/17



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成27年５月11日

帝国繊維株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯畑　史朗　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千足　幸男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている帝国繊維株式会

社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、帝国繊維株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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